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清泉女子大学に対する大学評価（認証評価）結果 

 

 

 

Ⅰ 判 定 

 

2018（平成30）年度大学評価の結果、清泉女子大学は本協会の大学基準に適合して

いると認定する。 

認定の期間は、2019（平成31）年４月１日から2026（平成38）年３月31日までとす

る。 

 

 

Ⅱ 総 評 

清泉女子大学は、キリスト教ヒューマニズムに基づく「まことの知、まことの愛

（VERITAS et CARITAS）」を建学の精神とし、少人数教育による人格的触れ合いを通じ

て自ら考え、判断し、決断できる、多様な文化への理解ある地球市民の育成を目指す、

文学部と人文科学研究科からなる大学である。 

2016（平成 28）年策定の大学の中・長期計画「清泉女子大学グランドデザイン」に

則した単年度計画に基づき、着実に教育研究活動の拡充を行っていくための取組みを

全学的に行っていると認めることができる。 

教育については、学部・研究科ともに学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）を設

定し、文学部５学科及び人文科学研究科４専攻において授与する学位ごとにふさわし

い教育課程を適切に編成している。全授業科目には科目番号（ナンバリング）を付し、

科目間の関係性を図式化したカリキュラムマップを学科ごとに作成することで、学生

が体系的に履修計画を立て、順次的に学習できるように工夫されている。さらに、学

生一人ひとりの生涯にわたる生きる力を丁寧に育てるという教育理念の実現のために、

ウエルネスセンター、カトリックセンター、ボランティアラーニングセンター、生涯

学習センター、国際交流センターを設置し、各センターは、学生個人の多様な関心に

応じた、課外での実践的な学びに対して丁寧な支援を行っている。例えば、ウエルネ

スセンターには、内科医のほか婦人科や精神科の女性医師や管理栄養士が配置され、

学生が総合的に自らの健康管理をキャンパス内で行える細かなサポート体制を認める

ことができる。また、ラーニングコモンズは、学生の自習やグループ学習のみならず

教員にも活用されており、教育研究活動の推進に資する施設となっている。地域連携

活動にも組織的に取り組んでおり、所在する品川区と共催する「土曜自由大学」や、

多くの社会人及び学生が参加する大学公開講座「清泉ラファエラ・アカデミア」では、

さまざまな分野の講座を提供しており、大学の教育研究成果を積極的に社会に還元し
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ている点は高く評価できる。 

一方で、改善が求められる課題もいくつか見受けられる。学生の受け入れに関し、

収容定員に対する在籍学生数比率が文学部の複数の学科で高くなっており、大学とし

ての定員管理体制の徹底が求められる。また、学習成果の評価指標としてのＧＰＡの

扱いや、単位の実質化の観点から、４年次の学生が１年間に履修登録できる単位数の

上限のあり方については再検討が望まれる。 

これらの課題の改善を含め、教育研究の質の向上を図り、そのことを自ら実証して

いくための内部質保証体制については、2016（平成 28）年度に設置された「内部質保

証委員会」が、関連する各委員会や会議による点検・評価の結果に基づき、改善・向

上の取組みを指示・支援し、内部質保証システムの適切性についても点検・評価を定

期的に行う仕組みが整備されている。この「内部質保証委員会」を中心とする内部質

保証システムが、今後さらに効果的に機能し続けることを見守りたい。 

 

 

Ⅲ 概評及び提言 

１ 理念・目的  

＜概評＞ 

建学の精神に基づく大学の理念は、ホームページ上の「清泉スピリット」で示さ

れている。学部・学科及び研究科・専攻の理念・目的は、大学学則及び大学院学則

において明記され、『学生要覧』やホームページ等を通じて学内外に公表されている。 

大学の中・長期計画は、学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針（カリキュ

ラム・ポリシー）の実現に向けた「教育研究目標」と、大学の諸資源の整備・充実

に向けた「基盤整備目標」とで構成される「清泉女子大学グランドデザイン」とし

て定められ、教授会で周知するとともにホームページを通じてその内容を公表して

いる。 

  

① 大学の理念・目的を適切に設定しているか。また、それを踏まえ、学部・研究科

の目的を適切に設定しているか。 

建学の精神に基づく大学の理念は、ホームページ上の「清泉スピリット」で示

されている。具体的には、「少人数教育による人格的触れ合いを通して、自分で考

え、判断し、決断することのできる女性を育成し、また自国の文化と異文化を理

解し、地球市民として共に生きる姿勢を大切にし、地に足のついた緑ゆたかな大

樹のようにしっかり育てること」を理念としている。 

学部の理念・目的については、「キリスト教世界観に立つ本学の建学の理念に基

づき、広い知識を授けるとともに深く学芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用

的能力を展開させ、高い知性と豊かな教養をそなえ、奉仕的精神に富む女性を養
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成することを目的とする」として適切に設定し、そのうえで学科ごとに人材育成

及び教育研究上の目的を設定している。また、研究科についても、大学院の目的

や専攻ごとの人材育成や教育研究上の目的を適切に設定している。 

 

② 大学の理念・目的及び学部・研究科の目的を学則又はこれに準ずる規則等に適切

に明示し、教職員及び学生に周知し、社会に対して公表しているか。 

学部・学科及び研究科・専攻の理念・目的は大学学則、大学院学則に明示する

とともに『学生要覧』や入学希望者向けの大学案内及びホームページにおいて適

切に公表し、学内外に周知を促している。 

また、建学の精神についての理解を深めるための研修会を全教職員対象に毎年

実施しているほか、新任教職員へは姉妹校と合同で建学の精神に関連した新人研

修を行っている。さらに、「キリスト教学Ⅰ」「キリスト教学Ⅱ」をはじめとする

建学の精神を示す科目の開設や、研究機関であるキリスト教文化研究所を設置し

ている点も評価できる。 

 

③ 大学の理念・目的、各学部・研究科における目的等を実現していくため、大学と

して将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策を設定しているか。 

大学の中・長期の計画として、学内での検討を踏まえて 2016（平成 28）年度理

事会において「清泉女子大学グランドデザイン」が策定されている。この「グラ

ンドデザイン」は、「教育研究目標」と「基盤整備目標」から構成され、「教育研

究目標」として学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針に対応した８項目、「基

盤整備目標」として教育研究目標の達成のために大学の諸資源を整え、充実を図

るための４項目をそれぞれ設定しており、この内容は教授会での周知とともにホ

ームページにおいて公表されている。 

「グランドデザイン」では、現状を踏まえた将来の検討枠組みとして、学生の

資質・学生数、教員組織、専任教員数、職員組織、専任職員数、財務、立地、施

設・設備等について検討する必要があるとした課題の説明がなされ、中・長期計

画を実行するうえで必要な具体的な施策については、単年度の事業計画に反映し、

その積み重ねにより「グランドデザイン」の実現を目指している。 

 

２ 内部質保証 

＜概評＞ 

2016（平成 28）年度に「清泉女子大学内部質保証に関する規程」を定め、内部質

保証を推進する組織として「内部質保証委員会」を設置した。2017（平成 29）年度

に「大学の諸活動に関する方針」を定め、内部質保証についての方針も教職員に周

知している。「内部質保証委員会」と学部・研究科等の組織との役割分担や連携のあ
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り方についても適切に定められている。自己点検・評価の客観性、妥当性を高める

ために、教育情報に関する適切な把握と傾向等の分析のために「教学ＩＲチーム」

を活用し、他大学や行政機関による外部評価も実施している。自己点検・評価の結

果は、理事長・学長より改善の指示がなされ、次年度の事業計画に反映され、着実

に実行されており、教育の質保証及び向上につながる内部質保証システムを運用し

ている。内部質保証システムの適切性についても定期的に点検・評価を行い、改善・

向上への取組みを行っており、今後、内部質保証システムによる教学マネジメント

が教育の充実及び学習成果の向上につながるよう期待したい。 

  

① 内部質保証のための全学的な方針及び手続を明示しているか。 

2016（平成 28）年度に「清泉女子大学内部質保証に関する規程」を定めて、内

部質保証のための全学的な方針及び手続を明示し、「内部質保証委員会」を内部質

保証推進組織として設置した。また、2017（平成 29）年度に、内部質保証につい

ての方針を、「大学の諸活動に関する方針」の一部として定め周知した。具体的に

は、「本学の理念・目的の実現のため、本学の教育研究・運営等の活動について、

全学的な見地から内部質保証委員会が点検・評価を行い、必要な改善措置を講じ

ることで、恒常的・継続的に質の向上を図り、本学の教育等が適切な水準にある

ことを自らの責任で広く社会へ説明・証明する」と定めている。なお、この方針

は、2017（平成 29）年度に「内部質保証委員会」において策定し、教職員に周知、

共有している。 

 

② 内部質保証の推進に責任を負う全学的な体制を整備しているか。 

内部質保証の推進に責任を負う全学的な体制として、「内部質保証委員会」が設

置されている。「清泉女子大学内部質保証に関する規程」において所管事項等が記

され、「清泉女子大学 ＰＤＣＡサイクル概念図」「教育の質保証に関する体系図」

により連携の様相が示された。その後、2018（平成 30）年度に内部質保証システ

ムの改善が行われ、上記「清泉女子大学 ＰＤＣＡサイクル概念図」「教育の質保

証に関する体系図」の改訂版が作成された。各活動領域のＰＤＣＡサイクルを自

律的に回す主体として具体的な会議名や委員会名を明示し、「内部質保証委員会」

と各部局との組織の役割分担や連携のあり方が一層明確になっている。 

また、同規程には、「内部質保証委員会」の構成員が明記され、委員の任命者と

して理事長を、委員長として教学担当副学長を当て、教育研究・運営等について

全学的観点から検証できるような教職員をその構成員とすることで、内部質保証

の推進に責任を負う体制を構築している。 

 

③ 方針及び手続に基づき、内部質保証システムは有効に機能しているか。 
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学位授与方針、教育課程の編成・実施方針、学生の受け入れ方針（アドミッシ

ョン・ポリシー）をホームページで公表し、これら３つのポリシーは大学、学部・

学科及び研究科・専攻の理念及び目的と整合している。 

３つのポリシーの実現のために、全学、学科・専攻、授業の３階層から教育の

質保証を成り立たせており、「内部質保証委員会」が全体を見渡す位置にある。 

学部、研究科の自己点検・評価の客観性、妥当性を高めるための工夫として、

教育情報に関する適切な把握と傾向等の分析について「教学ＩＲチーム」が中心

的な役割を担い、点検・評価の根拠となる資料を提供している。また、外部評価

として、連携関係にあるカトリック系女子大学に評価を依頼している。行政機関

や外部評価機関等から指摘事項があった場合、「内部質保証委員会」が内容を確認

し、内容に応じて、直接関係部局に指示・依頼するか、理事長・学長に対し要望

書を提出して全学的な取組みを行うこととしている。2017（平成 29）年度の点検・

評価の結果、理事長・学長から改善指示が出された事項は、改善策として 2018（平

成 30）年度事業計画に盛り込まれ、各部局で対応している。以上のことから、方

針及び手続に基づき、教育の質保証及び向上につながる内部質保証システムを構

築し運用しているといえる。ただし、このシステムは 2016（平成 28）年度に定め

られた規程に基づく内部質保証システムであることから、今後は、恒常的・継続

的に教育の質保証・向上に取り組み、さらなる教育の充実及び学習成果の向上に

つながるよう期待したい。 

 

④ 教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等を適切に公

表し、社会に対する説明責任を果たしているか。 

教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等は、基本

的に大学ホームページの「情報の公開」において、また、年度別の教員の研究活

動については、大学広報誌『おとずれ』で公表している。なお、大学の特色や学

習支援、学生支援情報等については「大学ポートレート（私学版）」でも公表して

おり、諸活動の状況等を適切に公表し、社会に対する説明責任を果たしている。 

 

⑤ 内部質保証システムの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

2016（平成 28）年度に設置された「内部質保証委員会」は、2017（平成 29）年

度に内部質保証システムの構築を行い、「清泉女子大学ＰＤＣＡサイクル概念図」

「教育の質保証に関する体系図」を作成した。また、同委員会は年度末に明らか

になった問題点を踏まえ、2018（平成 30）年度の前半に内部質保証システムの改

善を行っている。このように、内部質保証システムの適切性について定期的に点

検・評価を行い、改善・向上への取組みを行っている。 
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３ 教育研究組織  

＜概評＞ 

文学部に５つの学科、人文科学研究科に４つの専攻、３つの附置研究所、６つの

センターが設置されている。社会的要請等に応じて改組転換を図っており、いずれ

も大学の理念・目的に照らして適切に設置されている。 

教育研究組織の適切性についての定期的な点検・評価は、「内部質保証委員会」が

担い、各研究所・センターは各自の点検・評価の結果を「内部質保証委員会」へ報

告している。 

 

① 大学の理念・目的に照らして、学部・研究科、附置研究所、センターその他の組

織の設置状況は適切であるか。 

文学部に５学科、人文科学研究科に４専攻を設けている。学部については、建

学の精神に基づき、国文学科・英文学科の２学科から始まったが、グローバル化

の進展等、社会的要請に沿うように、現在は日本語日本文学科、英語英文学科、

スペイン語スペイン文学科、文化史学科、地球市民学科を設置している。特にス

ペイン語スペイン文学科は、清泉女子大学の設立母体と大学創立者のルーツとの

関わりに基づいた学科である。奉仕的精神に富む女性を養成するという目的に沿

うように、教職課程、司書課程等の資格に係る専門教育を行う５つの「資格課程」

を置いている。大学院は人文科学研究科修士課程に言語文化専攻、思想文化専攻、

地球市民学専攻、同博士課程に人文学専攻が置かれ、建学の精神に沿ったものと

なっている。 

附置研究所は、人文科学研究所、キリスト教文化研究所、言語教育研究所の３

つが置かれ、専任教員は任意でいずれかの研究所の所員となっている。なお、人

文科学研究所とキリスト教文化研究所は建学の精神に沿った研究の推進を目的と

し、言語教育研究所は、大学として重視する言語教育の成果を上げることを目的

として設置された。 

センターは、生涯学習センター、国際交流センター、情報環境センター、カト

リックセンター、ボランティアラーニングセンター、ウエルネスセンターの６つ

が設置されている。特にカトリックセンターは、建学の精神の浸透を目指し、キ

リスト教関連の活動を担う目的で設置された。また、これら既存のセンターや他

の学生支援部局等との連携を図るべく、教育・学習支援センターの設立が予定さ

れている。このセンターは、学生支援、共通科目のマネジメント、教育活動の支

援を主としたものであるが、中堅・若手教職員による学長への答申を経たうえで

設立準備に至った教職協働の成果として評価できる。 
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② 教育研究組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その

結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

教育研究組織の適切性に関する点検・評価は、「内部質保証委員会」において毎

年行われるとしているが、2017（平成 29）年度の点検・評価において問題はない

との結論から改善・向上への取組みは行われなかった。なお、研究所やセンター

に関する自己点検・評価は、それぞれの組織で行われた自己点検・評価結果が「内

部質保証委員会」に報告され、「内部質保証委員会」が資料等を確認し、評価を行

っているが、2018（平成 30）年度以降の点検・評価については、より多面的に検

証が行えるよう、「学長研究科長部長会議」が点検・評価を行うこととなっており、

教育研究組織の今後の改善・向上への取組みに期待する。 

  

４ 教育課程・学習成果  

＜概評＞ 

授与する学位ごとに、学位授与方針や教育課程の編成・実施方針を定め、公表し

ている。また、教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程の教育課程を体系

的に編成している。学部において、単位の実質化を図るための措置は概ね適切に行

われているが、４年次の学生に対する履修登録上限単位数の例外的緩和措置につい

ては、単位の実質化の観点から慎重な対応が望まれる。年度初めの手厚い履修指導

や学習支援プログラムの応募型予算化等、小規模大学の利点を生かし、学習を活性

化するためのさまざまな手立てを講じている。また、成績評価や単位認定、学位授

与については、基準を公表し適切に行っている。学習成果の測定に関しては、卒業

論文等による評価、定期的に学生に実施するテストによる形成的評価や在学生・卒

業年次学生等に対するアンケート調査等、多面的に試みているが、測定方法・指標

の妥当性・信頼性についての検証が望まれる。教育課程及びその内容・方法の自己

点検・評価は、担当する組織・会議体が見直しを図り、学部は「学務委員会」、研究

科は「研究科運営委員会」での検討を経て、教授会または研究科委員会で審議され、

学務課がデータ提供等の補佐を担っており、「内部質保証委員会」は、期中・期末に

上記部局への点検・評価の指示、その報告を受けたうえでの改善指示、理事長・学

長に対する全学的対応を要望している。 

  

① 授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。 

学位授与方針は、建学の精神や大学の理念・目的を受けて学部・研究科の学位

ごとにこれに沿って方針を定め、『学生要覧』やホームページ上に方針を公表して

いる。すなわち、学部の学位授与方針は、６項目の「知識、技能、態度、資質を

備えた学生に対して卒業を認め、学士の学位を授与する」とし、これに各学科の

学位授与方針としてそれぞれの専門分野に応じた学習成果を明確に示した内容と
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なっている。また、研究科の学位授与方針は、修士及び博士それぞれの課程の教

育研究上の目的に対応した学習成果を明記している。 

 

② 授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表しているか。 

教育課程の編成・実施方針は、学部の方針として明記されている、初年次教育

の核となる共通基礎科目、知的素養を培うための共通教養科目、学科専門科目、

主体的な学習機会の設定、能動的な学習を促進するための授業方法とクラス編成、

学生の学修計画に沿う履修体系・時間割編成等の各事項について、５学科がそれ

ぞれの専門性を考慮しながら、かつ各学科の学位授与方針に基づいて適切に定め

て、ホームページを通じて公表している。 

研究科においては、学位授与方針に基づいて、「コースワークとリサーチワーク

を適正なバランスで編成する」ことをうたい、「専攻ごとに、１年次２年次の各年

次に『総合演習』科目を必修科目として設置し、研究倫理を含めた論文指導や基

礎的な研究の知見等の指導を行うこと」や「指導教員の担当する科目において、

より高度な研究能力の育成が滞りなく遂行できるよう適正な指導を行う」ことを

方針としており、専攻や学位課程のそれぞれに適切な教育課程の編成・実施方針

を示し、ホームページを通じて公表している。 

 

③ 教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、

教育課程を体系的に編成しているか。 

文学部の教育課程の編成・実施方針に基づき、全学共通科目、各学科専門科目

及び５つの資格課程の科目を編成している。各授業科目の関係性を図式化したカ

リキュラムマップと科目番号（ナンバリング）を導入し、カリキュラムの体系性・

順次性を確保している。例えば、地球市民学科においては、グローバル社会系、

グローバル・コミュニケーション系、フィールドワーク系の３つの学習領域が学

べるように科目が適切に配置されていることが確認できる。また、同学科では、

選択科目に難易度（レベル１～４）が記されることにより、学生一人ひとりの理

解・習熟度及び学習計画に配慮した履修が可能となっている。 

大学院の科目は、修士課程・博士課程ともに教育課程の編成・実施方針を踏ま

えて、専攻ごとに科目を設置している。各専攻会議がカリキュラム運営の中心と

なり、コースワークとリサーチワークを適切に組み合わせてカリキュラムを編成

している。なお、各専攻会議で作成したカリキュラム案は、「研究科運営委員会」

での審議を経たうえで、研究科委員会で審議・承認を受けている。 

 

④ 学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じているか。 

学部においては、単位の実質化を図るための措置が、丁寧な履修指導を含め概
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ね適切に行われている。ただし、１年間に履修登録できる単位数の上限を、４年

次の学生へ例外的に緩和する措置については、単位の実質化の観点から慎重な対

応が望まれる。履修科目選択のためのシラバス内容の整備・充実や「シラバス編

集委員会」による不備の確認、授業科目による履修学生数の調整や時間割の工夫、

学習支援・管理システム「学びの泉」導入による双方向の講義等授業方法の改善、

ポータルサイトの開設で教職員の学生情報共有が促進されたことによる教育支

援・指導の拡充等が、学習を活性化するための有効な教育上の措置となっている。

特に、全専任教員による年度初めの手厚い履修指導体制は、時期と内容において

も学生の学習への理解と活性化に資する重要なサポート体制となっており適切で

ある。また、教育改善の取組みとして、「教育・研究充実のための特別資金」を整

備し、授業内外の場における学生のアクティブラーニングの推進・支援を行って

いる。 

研究科においては、シラバスは学部と同様の整備状況であり、学生の学術研究

能力の向上及び研究活動の活性化を図るために、海外での学会発表や学会活動へ

の参加を支援している。このように教育課程の編成・実施方針に基づいて学習の

活性化に努めている。 

 

⑤ 成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っているか。 

全学において、成績評価について評価と素点との基準の連関を定めて『学生要

覧』に明記し、ＧＰＡの算出にも用いており、学生に対しても成績評価方法及び

基準を公表している。また、評価への異議申出の制度があり、学生の申出理由に

応じることによって教員の説明責任の意識化を図り、成績評価の客観性や厳格性

に寄与する措置がとられている。単位認定については、学部では、１単位あたり

の学修時間を鑑みて、授業前・授業中・授業後の学修活動のシラバス記載を教員

に求め、既修得単位の認定も厳密に実施している。 

学位授与に関しては、教授会での卒業要件の審査を経て学位認定としている。

それに先立ち、各学科で、卒業論文や口述試験について専門分野からの評価とと

もに学位授与方針に基づく評価を行っており、地球市民学科ではこのための直接

的指標を設定している。また、学部では、これら単位の実質化や卒業要件・手続

について入学時から複数回の説明を行っており、明確な手続によって的確な指導

を行っている。 

研究科修士課程では３専攻とも、所定の修学年数・方法により修了に必要な単

位数を修得し、研究指導を経た論文の審査と最終試験に合格することにより修士

を授与することとしており、修了要件として、全専攻で幅広い学識と専攻分野の

研究能力及び高度な専門的職業能力を求め、加えて専攻ごとの修了要件も課して

厳正な審査をしている。研究科博士課程では、修士課程同様の規程による所定の
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年数・方法及び博士論文の審査及び試験の合格をもって、博士を授与するとして

おり、審査及び試験の過程で自立した研究者としての能力を有しているか等、外

部審査員も含めた審査委員会による厳正な審査が行われる。なお、各学位論文の

審査基準は教育課程の編成・実施方針の一部として記載され、ホームページで公

開するとともに、『学生要覧』に記載している。 

 

⑥ 学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価しているか。 

学習成果の測定については、全学において、卒業論文等による評価を学位の最

終的な学習成果の測定としているほか、入学開始期及びその後の２年次、３年次

に合計４種類のテスト（入試に関するアンケート、英語のプレイスメント・テス

ト、国語基礎学力判定テスト、汎用的能力やジェネリックスキルを測定するＰＲ

ＯＧテスト）を実施し、知識・技能・資質等を測定し、診断的評価及び包括的な

形成的評価を試みようとしている。また、学生アンケート（１～４年次）並びに

卒業年次生及び卒業生に対するアンケート調査に学位授与方針の修得度に関する

質問項目を含めている。これらは専門分野から学生に求める学習成果の把握を可

能にしており、地球市民学科において卒業論文を学習成果として評価するための

直接的指標の設定とあわせ、一定の評価ができるが、今後、測定方法・指標の信

頼性・妥当性についてのさらなる検証が望まれる。なお、ＧＰＡについては、2018

（平成 30）年度に正式に導入し、学習成果の評価指標として用いることを検討し

ている。 

研究科では、修士論文及び博士論文の評価について、各課程の基準・手続等に

基づき厳正に行われており、学位授与方針に定められた学習成果については、学

生アンケート及び修了年次生アンケートの結果を用いて把握している。 

学習成果の測定方法や評価するための指標の検証は、「内部質保証委員会」の指

示を受けて、学部は「学務委員会」、研究科は研究科委員会が中心となって行って

いる。 

 

⑦ 教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行っている

か。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

教育課程及びその内容・方法の自己点検・評価は、学生の学習状況、履修状況、

達成度等を確認しながら、各授業の運営を担当する組織・会議体が見直しを図り、

学部は「学務委員会」、研究科は「研究科運営委員会」で検討した後、教授会また

は研究科委員会で審議するという手順を踏んで行われ、学務課が必要に応じてデ

ータを提供している。「学務委員会」、研究科委員会や学務課等の点検・評価の結

果をもとに、「内部質保証委員会」は全学的な見地から点検・評価を行い、改善・

向上の取組みについて指示をしており、この結果、ＧＰＡの導入が決定するなど
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具体的改善が図られている。 

 

５ 学生の受け入れ  

＜概評＞ 

学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針との整合性を踏まえて、全学の学生

の受け入れ方針を定めるとともに、学部・学科、研究科・専攻ごとにそれぞれの受

け入れ方針を明示し、『入学試験要項』及びホームページの入試情報のなかで詳細に

示している。しかしながら、収容定員に対する在籍学生数比率については高い学科

がある一方で、研究科では低く、定員管理について問題を抱えている。入学者の選

抜については、「入試委員会」を中心に、毎年の点検・評価に基づいて入試制度や入

試科目を見直す改善サイクルが概ね機能しているものの、学部の推薦入試や研究科

については検証の成果が上がっているといえず、学生の受け入れについて努力され

たい。 

  

① 学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。 

学部学生の受け入れ方針は、学位授与方針に定める６項目の知識・技能・態度・

資質等を培い備えるための基礎的学力のある者を選抜することを目的として、学

部・学科それぞれに設けられており、求める学生像や各入試制度の種別による判

定方法について、入学希望者に理解しやすいように具体的に記載されている。こ

れらはホームページ及び『入学試験要項』で公表され、適切な対応となっている。 

また、大学院については、修士・博士の両課程において、学位授与方針に掲げ

た教育理念を明示するとともに、各専攻において幅広い視野に立つ高度な専門性

を有する学生を育成するために、男女を問わず多様な求める学生像を学生の受け

入れ方針に明示しており、適切である。 

 

② 学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切

に整備し、入学者選抜を公正に実施しているか。 

学生の受け入れ方針に基づき、学生募集や入学者選抜の制度は、学部では、各

種推薦入学、ＡＯ入試、一般入試等７種類を、大学院では、外国人入試、社会人

入試、一般入試の３種類を設けている。入試制度の種別ごとに学生募集のプロセ

スを適切に設定して、『入学試験要項』及びホームページに公表している。 

入学者選抜の運営体制は、学部では、入試課作成の基礎資料に基づいて「５学

科主任等会議」で合否原案が作成され、教授会審議を経て学長が合否を決定する。

大学院では、各専攻が原案を作成し、それを「専攻主任等会議」で確認・修正し、

研究科委員会の審議を経て学長が決定しており、学部及び研究科ともに運営の体

制は適切に整備されている。また、障がい者、社会人、留学生、帰国生徒、編入
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学生等入学希望者に対する配慮については、募集とともに周知される仕組みとな

っており、適切に行われている。 

以上の点から入学者選抜の制度や運営体制を、規程または要項等に明示して適

切に整備し、入学者選抜を公正かつ公平に実施していると評価できる。 

 

③ 適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に

基づき適正に管理しているか。 

学部においては、学科ごと及び入学試験制度の種別ごとに募集定員を設定し、

ホームページ等で公表している。定員管理については、2017（平成 29）年度にお

いて、過去５年間の入学定員に対する入学者数比率の平均及び収容定員に対する

在籍学生数比率が高い学科があり、その一部は著しい定員超過となっていた一方、

大学院博士課程において収容定員に対する在籍学生数比率が低かった。2018（平

成 30）年度については、一部の学科及び大学院博士課程の比率は改善したものの、

いまだ複数の学科において収容定員に対する在籍学生数比率が高いため、学部の

定員管理の徹底に向け引き続き改善が求められる。なお、2018（平成 30）年度は

修士課程において収容定員に対する在籍学生数比率が低くなっているため、改善

が望まれる。 

定員超過の傾向が見られるため、推薦入学者の定員超過に対する取組みとして

一部の指定校に対する推薦人数枠の削減を実施するほか、４年次生の留年者対策

強化の検討が行われているが、定員超過の状況とその原因について検証し、さら

なる具体的な改善策を検討することが望まれる。研究科についても、「入学者を増

やすための取組みが求められる」と自ら課題としているため、より具体的な改善

策を検討することが望まれる。 

 

④ 学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、そ

の結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

学部では「入試委員会」、研究科では研究科委員会が、学生の受け入れ方針に基

づいて学生募集を行い、志願者、受験者、合格者、入学者等のデータを踏まえ、

学部・学科及び研究科・専攻ごとに傾向の把握と分析を行っている。また、入試

制度の種別ごとに入学時・入学後の成績や留年率等から、入試制度の選抜方法と

しての適切性を点検・評価している。この点検・評価の結果は、「内部質保証委員

会」へ報告され、「内部質保証委員会」が理事長・学長に対して要望書を提出し、

それを受けて理事長・学長から改善通知が出される。具体的な改善・向上の取組

みとして、各種別の推薦入試合格の入学予定者に対する入学前教育には、読書課

題に加えて小論文課題等が行われており、学生の受け入れの改善・向上に向けた

取組みは適切であるといえる。ただし、研究科においては学生の受け入れについ
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て、検証の成果が上がっていないことから、今後は、修士及び博士の課程ごとに

改善のための方針を定め、それに基づいてより有効な点検・評価を実施すること

が望まれる。 

 

＜提言＞ 

改善課題 

１）2018（平成 30）年度において、収容定員に対する在籍学生数比率について、文

学部英語英文学科で 1.29、同地球市民学科で 1.27と高いため、学部の定員管理

を徹底するよう、改善が求められる。 

 

６ 教員・教員組織 

＜概評＞ 

大学の理念・目的に基づいた、大学として求める教員像や教員組織の編制に関す

る方針は明示され、「大学の諸活動に関する方針」として学内に共有されている。た

だし、この方針は全学的なものであり、研究科の教育内容に応じた方針は明示され

ていない。専任教員数は、大学設置基準及び大学院設置基準上必要となる教員数を

満たしており、40 代以下の若手がやや少ないが、若手の女性教員の積極的な採用も

見られる。教員の募集、採用、昇任等に関する基準及び手続は「教員選考基準」等

に明記されている。ファカルティ・ディベロップメント（以下「ＦＤ」という。）活

動に関しては、学部のみならず、大学院の「ＦＤ委員会」での独自な研修会が行わ

れるなど、組織的かつ多面的に実施されている。教員組織の適切性についての点検・

評価は、「内部質保証委員会」により行われている。 

 

① 大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部・研究科等の教員 

組織の編制に関する方針を明示しているか。 

大学として求める教員像は、「本学の教員は、本学の建学の精神を理解し、本学

の教育方針に則り教育目的の達成に努める。併せて、専門分野について、研究上、

教育上、若しくは実務上の優れた知識・能力・実績を備えた上で、学生の教育や

専門の研究、及び必要な校務に誠実に従事する」と定めている。教員組織の編制

に関する方針も、グランドデザインを踏まえたうえで学位授与方針、教育課程の

編成・実施方針に沿って定めている。これらは「大学の諸活動に関する方針」と

して学内に共有されている。なお、この方針は全学的なものであり、研究科の教

育内容に応じた教員組織の編制方針の検討が望まれる。 

 

② 教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、適切に教

員組織を編制しているか。 



清泉女子大学 

  

14 

 

全学の教員組織における専任教員数は、大学設置基準及び大学院設置基準上必

要となる専任教員数を満たしている。年齢・性別の構成については、40 代以下の

若手がやや少ないが、積極的な女性教員の採用も見られ、若手教員の男女比に大

きな偏りは見られないが、教授については男性が多くなっている。 全学共通科目

は、「全学共通科目の科目運営に関する内規」に従い、担当科目分野ごとに「科目

運営会議」を設置し、ふさわしい教員を課程・研究所に所属するよう配置して、

具体的な運営に当たっている。大学院の教員組織については、「大学院担当教員選

考委員会」の資格審査を経て、修士課程・博士課程それぞれの学問的水準を満た

す教員組織を適切に編制している。 

 

③ 教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。 

教員の募集、採用、昇任等に関する基準は「教員選考基準」及び「教員選考基

準に関する申合せ事項」に、手続は「教員選考規程」及び「教員選考規程運用内

規」に明示されている。学部に関しては、「教員選考委員会」が公正、厳密に審査

している。また、審査に当たっては、研究業績だけでなく、教育実績、管理運営

上の実績、社会活動上の実績を考慮することを「専任教員採用・昇格人事及び非

常勤講師採用人事の手順」において定めている。大学院については、「大学院教員

選考委員会」が「清泉女子大学大学院担当教員選考規程」「清泉女子大学大学院担

当教員選考基準」に従い選考を行い、研究科委員会の審議を経て学長が決定する

ことを示している。以上のことから、教員の募集、採用、昇任等は適切に行って

いる。 

 

④ ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動を組織的かつ多面的に実施し、

教員の資質向上及び教員組織の改善・向上につなげているか。 

教員の資質向上及び教員組織の改善・向上につなげるため、「ＦＤ委員会」「大

学院ＦＤ委員会」が、組織的かつ多面的な活動を展開している。ＦＤ研修会は前

期、後期それぞれ開催され、特に、後期のＦＤ研修会は学外に向けて一般公開さ

れており、高等学校の教育関係者等も参加し、高・大の接続の一つの形としても

機能している。「大学院ＦＤ委員会」独自の研修会も行われ、大学院学生による授

業評価アンケートを踏まえて選定された最優秀授業の担当教員が、授業における

工夫点等のプレゼンテーションを行い、大学院教育における教授法や授業改善の

実践を図っている。 

学部学生による授業評価アンケートで評価の高かった教員に対して「優秀授業

実践賞」を授与しており、『ＦＤニューズレター』に公表している。また、その教

員による公開授業も行うことで、他の教員の授業改善を図る際の参考事例となっ

ている。 
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⑤ 教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果

をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

教員組織の適切性についての点検・評価は、2017（平成 29）年度から「内部質

保証委員会」により行われており、2017（平成 29）年度の点検・評価の結果、授

業改善に向けた取組みを組織的に行うことを目的に、授業評価アンケートの共有

と意見交換を実施し、ＦＤ活動の結果を授業改善に結び付けられるよう改善を行

った。 

 

７ 学生支援  

＜概評＞ 

大学の理念・目的を実現するために「大学の諸活動に関する方針」を定め、この

なかで修学支援、生活支援、進路支援の３つの分野にわたる学生支援に関する方針

を示して学務課、学生課、ウエルネスセンター、就職課を中心に各分野の学生支援

を担う体制とし、留学生支援と海外留学をする学生への支援は国際交流センターが

担う体制としている。学生の学習・生活相談については、グループアドバイザー制

度、学生サポーター制度、オフィスアワー制度等を設けて対応し、経済的支援につ

いては、多様な奨学金を整備している。健康支援については、女性カウンセラーの

配置をはじめ心身の相談に配慮した支援体制をとっている。進路支援については学

部初年次から大学院学生までを対象とする体系的な支援策が講じられている。 

学生支援の適切性に関する自己点検・評価は、「学務委員会」及び「学生生活委員

会」が行い、「内部質保証委員会」による全学的な自己点検・評価及びその結果を受

けた改善・向上の取組みを行う仕組みを設けている。 

  

① 学生が学習に専念し、安定した学生生活を送ることができるよう、学生支援に関

する大学としての方針を明示しているか。 

大学の理念や目的を実現し、学生が学習に専念し安定した学生生活を送るため

に、学生への適切な支援を明確にするための方針を修学支援、生活支援、進路支

援の３側面から定め、「大学の諸活動に関する方針」を専任教職員に配付し、学内

での共有と支援の充実を図っている。 

この方針には、修学支援に関しては「学生が学習に専念できるよう、図書館の

充実や留学支援の強化などの学習支援充実を図る」、生活支援に関しては「学生が

心身ともに健康で安全な学生生活を安定して送れるよう、種々のサポート・相談

体制を整える」「サークルなどの課外活動も教育の一環と位置付け、適切に支援を

行う」、進路支援に関しては「正課の教育課程を通して体系的なキャリア形成支援

を行う」等、大学の学生支援に関する方針をわかりやすく明示している。 
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これらのことから、学生支援に関する大学としての方針は適切に明示されてい

ると評価できる。 

 

② 学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制は整備されている

か。また、学生支援は適切に行われているか。 

学生支援に関する方針に基づく大学の支援体制については、修学・生活・進路・

正課外活動のそれぞれに対して、学内の事務部署・管轄のセンター、「学務委員会」

及び「学生生活委員会」が責任を担う多面的な学生支援体制を整備していること

が確認できる。 

ハラスメント防止に関しては、「ハラスメント防止等に関する規程」等に基づき、

「ハラスメント防止委員会」を設置して対応を行っている。 

修学支援では、補習教育・補充教育が、グループアドバイザー制度や学生サポ

ーターの配置によって整備され、自主的学習については、「English Lunch Lounge」

（英語）や「¡Hablemos!」（スペイン語）等の語学学習サロンが学科を超えて用意

されており、建学の精神に則したプログラムも複数ある。また、成績不振、留年、

休学、退学の学生に対しては、学務課と各学科との連携、及び個別面談・対応に

よる状況把握が適切に行われており、留学生支援についても日本語教育の提供、

経済的支援に加えて、所属学科の日本人学生が「バディ」となり、交流を通じた

修学・生活全般の相談を行っている。障がいのある学生の支援は、「障がい学生支

援規程」に基づき必要な配慮事項と支援内容の調整が関連部署と教員の連携、学

生スタッフの支援活動等により適切に実施されている。 

生活支援については、ウエルネスセンターにおいて専門家・医師による学生相

談や精神・身体・栄養の多様な相談に対応できる体制のもと、学生の健康で安全

な学生生活を支援していることは、少人数教育の実践を支え、大学の理念の実現

に資する取組みとして高く評価できる。また、奨学金等の経済的支援策は、「奨学

生規程」「清泉女子大学大学院奨学生規程」等奨学金制度ごとに規程を定めて運用

方針等を明示するとともに、学生の状況や希望に応じて幅広く用意している。 

進路支援については、大学院学生を含む全学生を対象にして、初年次からのキ

ャリア形成支援のための講座を正課として開講していることや就職ガイダンスを

柱に、企業研究セミナー、職種理解講座、業界研究会、ＴＯＥＩＣ®ＩＰテストの

実施、面接対策セミナー等を行い、具体的な就業への実践力を身に付ける各種の

取組みを体系的に進めている。 

その他の支援としては、学生の主体的な課外活動の奨励として「学長賞」等を

設けているほか、カトリックセンターがキリスト教関連行事の実施に当たり、教

職員と学生との協働活動を通じて、学生による建学の精神の理解を深めているこ

とも評価できる。また、「学生支援連絡会」の開催や学生カルテ等の活用による情
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報共有、さらに「学生対応勉強会」の実施をはじめとする教職員による一体的な

支援の取組みがされており、学生支援は適切に行われている。 

 

③ 学生支援の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果

をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

学生支援に関する自己点検・評価については、「学生生活委員会」が、１〜４年

次対象の「学生アンケート」の結果と同調査にある自由記述の大学への要望・意

見をとりまとめて、学生生活全般の状況把握とともに、関係部署に改善・向上に

向けた取組みを要請し、学生に対しても調査結果の概要と改善点についてフィー

ドバックしている。また、卒業年次・修了年次生アンケートや卒業生アンケート

によっても、学生支援に関わる点検・評価を実施している。全学的な観点からの

点検・評価は、「学務委員会」や「学生生活委員会」による点検・評価の結果に基

づき、「内部質保証委員会」で毎年実施している。なお、2017（平成 29）年度の点

検・評価の結果、改善すべき事項はなかったため、改善・向上に向けた取組みを

実施していないが、引き続き、この仕組みに基づいた学生支援の充実を図ること

が期待される。 

 

＜提言＞ 

長所 

１）学生支援（生活支援）の方針のもと、ウエルネスセンターに女性の精神科医師、

婦人科医師、管理栄養士等専門家を配置し、身体、精神、栄養等の学生生活上

における多様な不安について個別の学生の事情に考慮した相談や支援ができる

体制を整え、学生の健康で安全な学生生活を支援していることは、少人数教育

の実践を支え、大学の理念の実現に資する取組みとして評価できる。 

 

８ 教育研究等環境  

＜概評＞ 

学生の学習や教員による教育研究等環境に関して、環境や条件を整備するための

方針は「大学の諸活動に関する方針」に明示され、教職員に共有されている。その

方針に基づき、必要な校地及び校舎を有し、かつ教育研究活動に必要な施設及び設

備を整備している。 

教育研究活動の促進に関しては「清泉女子大学における公的研究費及び研究活動

に関する行動規範」として、大学ホームページに明示している。特にラーニングコ

モンズは、学生の学習を支援する環境として、学生のみならず教員も積極的に活用

しており、高く評価できる。教育研究活動の重要な拠点として今後の発展が期待さ

れる。 
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科学研究費補助金申請のための事務支援体制が整備され、獲得件数も増加傾向に

ある。 

研究倫理を遵守するため、「清泉女子大学における公的研究費及び研究活動に関す

る行動規範」等の規程が定められ、コンプライアンス教育の受講等必要な措置が講

じられている。 

教育研究等環境の適切性についての点検・評価は、「清泉女子大学内部質保証に関

する規程」に基づき横断的に組織された大学管理・運営チームが、「大学管理・運営

チームにおける自己点検・評価実施要領」に従い行ったのち、「内部質保証委員会」

による点検・評価を経て改善・向上の指示を受けている。 

  

① 学生の学習や教員による教育研究活動に関して、環境や条件を整備するための方

針を明示しているか。 

施設・設備、図書館・情報メディア環境等、教育研究等環境の整備に関する方

針は「大学の諸活動に関する方針」に明示され、配付されることで教職員に共有

されている。同方針には、例えば、教育研究環境に関しては「教員の研究活動の

活性化を図り、各教員がそれぞれの専門分野で第一線の研究業績を上げ、かつそ

の成果を教育に反映させ社会貢献につなげられるよう、大学として適切な研究費

その他の支援を行う」「研究倫理の遵守も全学に徹底を図る」ことが定められてい

る。 

また、2017（平成 29）年度に、既存の施設・設備を安全で衛生的な状態で使用

するための「中・長期修繕計画」を策定し、学内で共有している。 

 

② 教育研究等環境に関する方針に基づき、必要な校地及び校舎を有し、かつ運動場

等の教育研究活動に必要な施設及び設備を整備しているか。 

校地及び校舎は大学設置基準を満たしている。校舎の改修工事を進めることで、

耐震性の向上だけでなく、学生の能動的な学習活動の場であるラーニングコモン

ズ等を整備している。東京都指定有形文化財である本館は、大学の象徴であり、

維持管理のほか通常の授業等で活用していくために、必要な補修等、適切な対応

をとっている。防災対策も、防災訓練や『防災レター』の発行等適切に取り組ん

でいる。 

情報関連施設としては、情報処理教育用のパソコン教室やパソコンを備えた自

習室のほか、語学学習用のＣＡＬＬ教室を備えている。自習用パソコンの貸出や

各所への設置も行っている。また、演習用の教室を含めたすべての教室にプロジ

ェクター等を備え付け、ＩＣＴを用いた教育が可能となっている点は評価できる。 

ネットワーク環境に関しては、教育方法の変化に対応するよう整備が行われ、

学習管理システム（ＬＭＳ：Learning Management System）を導入し、授業で活
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用している。情報倫理に関しては、2017（平成 29）年に「情報運営委員会」が主

として「情報倫理についてのお願い」を教職員に配付し、周知している。学生に

対しても、必修の情報科目のなかで情報倫理に関する講義を実施し、情報セキュ

リティについてのパンフレットを作成し配付している。 

上記により、教育研究等環境に関する方針に基づき、必要な校地及び校舎を有

し、教育研究活動に必要な施設及び設備を適切に整備していると判断できる。 

 

③ 図書館、学術情報サービスを提供するための体制を備えているか。また、それら

は適切に機能しているか。 

図書館では、学習・研究に必要な図書・雑誌の収集を行っており、オンライン

データベースも充実している。ガイダンスを行い、データベースの利用を促し、

アクセス数を伸ばしている。また、『清泉女子大学紀要』等を機関リポジトリで公

開し、教員の研究成果を発信しているほか、国内外の図書館とネットワークを結

び、相互利用の促進を図っている。館内に無線ＬＡＮを整備し、パソコンを備え

るとともに、閲覧座席数を備えている。専門的知識を有する専任職員を配置し、

利用者対応に当たっている。学生向けには、各学年で「文献検索ガイダンス」等

のガイダンスを実施するなど、学術情報の利用技術等の支援を行っている。ライ

ティングアドバイザーが駐在し、学生のレポート作成等の支援を行っているほか、

上級生や大学院学生を学生図書館スタッフとして採用し、学生のピアサポーター

として活用している。 

上記により、図書館、学術情報サービスを提供するための体制を備えており、

それらが概ね適切に機能していると判断できる。 

 

④ 教育研究活動を支援する環境や条件を適切に整備し、教育研究活動の促進を図っ

ているか。 

研究に対する大学の基本的な考え方は「清泉女子大学における公的研究費及び

研究活動に関する行動規範」として、「一人ひとりが、キリスト教の理念に基づく

本学の教育研究の理念と高い倫理観に基づき、法令や関係規則及び学内の諸規程

を遵守し、学術研究の適切なマネジメントに努め、広く社会の発展に寄与するよ

う努めなければならない」と大学ホームページに明示している。 

ラーニングコモンズでは、「グループ学習室」「コモンスペース」を設け、各学

科の事務助手を配置し、基本的な図書を揃えるなど、学生の自習やグループ学習

に対応できる体制を整備している。また、ラーニングコモンズを授業内外のイベ

ント等においても活用しており、授業外における学生の自主的な学習の増加及び

教育研究活動の促進が期待できるものとして高く評価できる。ラーニングコモン

ズは、今後設置予定である学生支援のエンロールメント・マネジメント等を目的
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とする「教育・学習支援センター」とも深く関わるため、一層の発展が期待され

る。 

教員が研究に専念できるよう、専任教員にはすべて研究室が提供され、授業以

外の日は研究時間に充てることができるようになっている。また、一定の職務に

当たる教員の授業負担を軽減する制度や、一切の授業や校務を免除され研究に専

念できる特別研究員の制度を設けている。専任教員の個人研究費を支給するとと

もに、国内外の研究旅費も支給している。兼任教員を含む教員グループに対する

研究助成も行っている。 

科学研究費補助金申請のための幅広い事務支援体制が整備され、獲得件数も増

加傾向にある。また、ティーチング・アシスタントを適切に配置するなど授業支

援も充実している。 

上記により、教育研究活動を支援する環境や条件を適切に整備し、教育研究活

動の促進を図っていると判断できる。 

 

⑤ 研究倫理を遵守するための必要な措置を講じ、適切に対応しているか。 

研究倫理や研究活動の不正防止に関する規程として、「清泉女子大学における公

的研究費及び研究活動に関する行動規範」のほか、「公的研究費の適正管理に関す

る規程」「公的研究費の不正使用への対応に関する規程」「研究活動上の不正行為

の防止等に関する規程」を定めている。教員に対し、学内学習システムを利用し

たコンプライアンス教育を受講し、関係書籍を通読したうえで、誓約書を提出す

るよう義務付けている。告発窓口も整備し、諸手続も規程で定めている。また、

教員が研究費を適切に使用できるよう手引きや様式を明示し、内部監査も実施し

ている。 

また、研究倫理を遵守するための必要な措置も講じており、適切に対応してい

ると判断できる。 

 

⑥ 教育研究等環境の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、そ

の結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

教育研究等環境の適切性についての点検・評価は「清泉女子大学内部質保証に

関する規程」に基づき、事務部局を中心に横断的に組織された大学管理・運営チ

ームが、「大学管理・運営チームにおける自己点検・評価実施要領」に従い行って

いる。2017（平成 29）年度は２回の会議が開かれ、点検・評価結果は、「内部質保

証委員会」に報告され、同委員会による点検・評価の結果、改善すべき事項はな

かったため、改善・向上の取組みを実施していないが、引き続き、この仕組みに

基づく教育研究等環境の充実を図ることが期待される。 
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＜提言＞ 

長所 

１）ラーニングコモンズに「グループ学習室」「コモンスペース」を設け、学生の自

習やグループ学習をサポートするために各学科の事務助手を配置し、基本的な

図書を揃えるなど、学生が自主的に学習に取り組む環境を整備している。また、

「コモンスペース」では、授業内外のイベントや正課外講座においても活用し

ている。これらの取組みは、授業外における学生の自主的な学習の増加及び教

育研究活動の促進が期待できるものとして評価できる。 

  

９ 社会連携・社会貢献 

＜概評＞ 

社会連携・社会貢献が「大学の諸活動に関する方針」の一つとして明確に位置付

けられ、大学の理念・目的を実現し教育研究の成果を還元するために、「清泉ラファ

エラ・アカデミア」をはじめとする生涯学習講座、ボランティア活動、地域交流、

国際交流等、多彩な取組みを広範かつ熱心に展開している。これらを実施する体制

として「地域連携活動推進のための基本要綱」に基づいて「地域連携推進本部」を

設置し、社会連携・社会貢献の活動推進を行って改善につなげている。また、生涯

学習事業全体の企画を行う組織として「生涯学習委員会」を設置している。社会連

携・社会貢献の適切性については、「地域連携推進本部」及び「生涯学習委員会」が

自己点検・評価を行い、「内部質保証委員会」は点検・評価の結果を受け、改善指示

を出すなど、全学的な見地から点検・評価及び改善・向上の取組みを行っている。 

 

① 大学の教育研究成果を適切に社会に還元するための社会連携・社会貢献に関する

方針を明示しているか。 

社会連携・社会貢献に関する方針は、「大学の諸活動に関する方針」の一つとし

て定め、大学の理念、目的の実現のための取組みとして社会連携・社会貢献が進

められること、学生が参画する場合は教育的な取組みとして進めることが方針化

されている。具体的には、「建学の理念・目的の実現の一環として、研究成果の社

会への発信と還元、生涯教育、ボランティア活動、産学連携など、様々な形で社

会連携・社会貢献に努める。社会のグローバル化に対応するため、海外の大学や

キリスト教関連団体などとも協力しつつ、国際交流の促進を図る。社会貢献・社

会連携・国際交流のいずれにおいても、学生が関わる場合は、教育の一環として

の位置付けの下に行う」との方針が明示され、文書で配付することで教職員に周

知している。また、ホームページに「地域連携・産学官連携」のページを設け、

この方針と具体的な取組みの内容等を公表している。 
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② 社会連携・社会貢献に関する方針に基づき、社会連携・社会貢献に関する取り組

みを実施しているか。また、教育研究成果を適切に社会に還元しているか。 

地域連携活動を組織的に推進するため、「地域連携活動推進のための基本要綱」

に基づき、2016（平成 28）年８月に副学長を本部長とする「地域連携推進本部」

が設置され、この本部が中心となって、大学の教育研究機能を生かしたさまざま

な地域貢献活動を進めている。また、2017（平成 29）年度からは、「大学の諸活動

に関する方針」に基づき、地方自治体や国内外の大学、キリスト教関連団体をは

じめとするさまざまな学外組織と連携し、生涯学習講座、ボランティア活動、産

学連携、地域交流、国際交流を中心とした社会連携・社会貢献に関する多彩な取

組みを行っている。 

地方自治体との連携については、地元の品川区との間で包括協定を締結し、従

来行っていた公開講座の共催や学外教育、災害発生時における防災協定に加えて、

地域社会の発展を目的とした産官学連携体制の強化に取り組んでいる。旧島津公

爵邸（本館）を所有していることが契機となり、鹿児島県とも包括連携協定を締

結し、学園祭等の場を活用した取組みをはじめ、多様な地域連携活動を行ってい

る。 

生涯学習分野では、1993（平成５）年に始まった大学の生涯学習講座である「清

泉ラファエラ・アカデミア」の取組みで、文学・歴史・宗教・美術等の教養系や

語学系等の講座を開講し、学生を含む多数の市民が参加している。また、品川区

と大学研究所の共催による「土曜自由大学」の開講、品川区主催の「しながわ学

びの杜」への講師派遣も行っている。加えて、近隣の保育園・小中学校との交流

や学習支援、ボランティア活動、地元テレビ番組への学生レポーターの派遣、学

生が案内役を務める本館（旧島津公爵邸）見学ツアー、さらにしながわ観光協会

との連携によるホームページの英語版への翻訳等学生が関わる社会連携・社会貢

献の優れた取組みを多様かつ積極的に行っている。 

このように教育研究の成果が適切に社会に還元されており、優れた社会連携・

社会貢献の取組みを行っていると高く評価できる。 

 

③ 社会連携・社会貢献の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

2017（平成 29）年に、「地域連携推進本部」が社会貢献・社会連携に関する諸活

動について点検・評価を行い、「内部質保証委員会」に報告を行った。また、同年

に品川区から第三者評価を受け、大学が長年取り組んできた社会連携・社会貢献

活動は品川区の教育・文化の進展に大きく貢献するものとして高く評価されてい

る。また、生涯学習事業については、2017（平成 29）年度から「生涯学習委員会」

が生涯学習関連事業全体の企画や点検・評価を行うこととなり、受講生に対して



清泉女子大学 

  

23 

 

行う統一アンケートの提案が行われた。「内部質保証委員会」は、社会連携・社会

貢献を統括する「地域連携推進本部」及び「生涯学習委員会」が行う自己点検・

評価の結果について報告を受け、改善指示を出すなど、全学的な見地から点検・

評価を行っている。 

 

 ＜提言＞ 

長所 

１）社会貢献・社会連携の方針のもと、「地域連携推進本部」が大学の教育研究機能

を生かした生涯学習講座を展開し、大学独自の公開講座「清泉ラファエラ・ア

カデミア」や、所在する品川区との共催による学習講座「土曜自由大学」等を

通じ、地域に根ざした高等教育機関として学術的知見の地域還元に積極的に取

り組み、品川区からの第三者評価においても高い評価を得ていることから、評

価できる。 

  

10 大学運営・財務 

（１）大学運営  

＜概評＞ 

大学運営については、「大学の諸活動に関する方針」をはじめ、必要な規程を整備

して行われている。中・長期の計画等については、2016（平成 28）年度に「清泉女

子大学グランドデザイン」を策定して教職員への周知を図っている。学長をはじめ

とする所要の役職が置かれるとともに、教授会等の教育組織及び事務組織が編成さ

れ、またその役割と権限を関連規程に明示して運営が行われている。予算の編成・

執行に関しては、手続及び権限を明示し、透明性の確保が適切に図られている。な

お、「教員と事務職員等の連携及び協働」に対応する取組みは迅速に行われている。 

大学の運営に関する自己点検・評価活動は、監査法人による監査及び監事による

監査のほか、「清泉女子大学内部質保証に関する規程」に基づき、副学長を委員長と

する「内部質保証委員会」や大学事務局の責任者で構成する「大学管理・運営チー

ム」で実施している。 

  

① 大学の理念・目的、大学の将来を見据えた中・長期の計画等を実現するために必

要な大学運営に関する大学としての方針を明示しているか。 

中・長期計画である「清泉女子大学グランドデザイン」を踏まえ、「大学の諸活

動に関する方針」の一つとして「大学の中・長期計画等に係る施策を推進するた

めに、法人・大学ガバナンス体制を再整備し、迅速で円滑な運営に努めるととも

に、教育改革に必要な教学マネジメント体制を整備する」等大学運営・財務に関

する方針を示し、専任教職員にこの文書を配付して周知を図っている。 
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「清泉女子大学グランドデザイン」は中・長期の計画等を実現するために必要

な大学運営に関する大学としての方針という視点では、具体的施策は盛り込まれ

ていないが、年度ごとの予算編成方針及び事業計画書で具体化を図っている。 

また、大学運営に関する基本的組織を「学校法人清泉女子大学の運営組織に関

する規則」で定めている。 

 

② 方針に基づき、学長をはじめとする所要の職を置き、教授会等の組織を設け、こ

れらの権限等を明示しているか。また、それに基づいた適切な大学運営を行って

いるか。 

学長は、「清泉女子大学学長選考規程」及び「清泉女子大学学長選考規程施行規

則」に基づき適切に選考が行われている。その職務及び権限については、大学学

則に「学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督する」と定め、「学校法人清泉

女子大学寄附行為施行細則」において、理事会が学長に委任する事項として、大

学教職員の人事、予算執行に伴う出納事務、資産の維持保管、その他の委任され

る事項を規定しているほか、学長が理事長の事務を代決又は専決する事項として、

「学長職務規程」のなかに教育課程の編成等 38項目を規定している。副学長及び

学長補佐、学部長、研究科長をはじめとする役職者の任命、役割等については、「教

員の職制に関する規程」に詳細に定めている。なお、学部長は、学長または副学

長の兼任としている。 

教授会に関しては、大学学則及び「教授会規程」において、学長が決定を行う

に当たり、または学長の求めに応じて、「意見を述べる」機関として規定している。 

教学組織（大学）と法人組織（理事会等）との関係は、寄附行為及び「学校法

人清泉女子大学寄附行為施行細則」により、理事会は、学長任免等の人事に関す

る事項のほか、教育に関する計画や経営に関する方針等、法人の運営の基本に関

する重要な事項を決定することを規定している。また、理事会の効果的な運営の

ため、「常務会」が設置されている。意思決定、権限執行等は関係法令や規程に従

って行われている。 

学生や教職員の意見を大学運営に反映するため、毎年実施の学生アンケートや

「教職員連絡協議会」等で意見を聞く機会を設けている。 

危機管理対策は、「清泉女子大学危機管理規則」、「避難訓練・地震対策マニュア

ル」、「海外プログラム緊急重大事故対応マニュアル」を定め、重大な被害等が発

生した場合、また、発生するおそれのある場合に備え、学長のリーダーシップの

もとに適切な対応をとることが可能な体制となっている。 

 

③ 予算編成及び予算執行を適切に行っているか。 

予算編成及び予算執行の手続は、「学校法人清泉女子大学経理規程」及び「学校
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法人会計基準」に則り行われている。理事会が決定した予算編成方針に基づき、

各部署責任者に対する説明、各部署へのヒアリングを実施し、「常務会」等の審議

を経て、最終的に評議員会、理事会における審議、承認を経て決定される。予算

執行に関しては、「学校法人清泉女子大学経理規程」でその手続等を定め、「管理

職代決規程」の規定に基づき、適切に行われている。2017（平成 29）年度の「管

理職代決規程」改定で決裁権限の見直しが図られているが、予算編成及び予算執

行の透明性は確保されている。 

 

④ 法人及び大学の運営に関する業務、教育研究活動の支援、その他大学運営に必要

な事務組織を設けているか。また、その事務組織は適切に機能しているか。 

「学校法人清泉女子大学の運営組織に関する規則」及び「事務分掌規程」に基

づき、大学設置基準に定められた大学運営に必要な事務組織を設けている。法人

及び大学の管理運営部門として、理事長室、学長室及び総務課等事務局４課、教

学・学生支援部門として、３部４課、６センター事務室、図書館事務室及び３研

究所事務室を置いている。事務組織は、専門性にも配慮しつつ、大学業務を円滑

かつ効率的に行えるよう、編成している。 

職員の採用、昇任等の人事に関しては、「職員人事に関する規程」に基づき行わ

れている。2014（平成 26）年度から、「職員人事評価規程」を制定し、目標達成度

評価と行動評価の２つの評価基準で多面的に評価し、「職員賃金規程」により適切

に処遇へ反映させる制度の運用を始めている。 

専門的な知識を要する職員の育成については、就職課スタッフに対し、キャリ

アカウンセラー資格を取得させるなど、職員の育成、配置に配慮している。 

教授会のもとに設けられた教員組織である各種委員会（「学務委員会」「学生生

活委員会」「図書委員会」「入試委員会」等）に、職員を委員として委嘱できるこ

とが「教授会規程に基づく委員会内規」に規定され、職員のモチベーションの向

上と教学への積極的な参加を促進する方策となっている。これらの委員会のほか、

ＩＲチーム、カリキュラム改革等に関する検討チーム等、プロジェクトチームに

教員と職員が参画することで教職協働による大学運営が行われている。 

 

⑤ 大学運営を適切かつ効果的に行うために、事務職員及び教員の意欲及び資質の向

上を図るための方策を講じているか。 

スタッフ・ディベロップメント（以下「ＳＤ」という。）については、「職員教

育研修規程」に基づき、毎年度の初めに「職員教育研修方針・計画」を提示し、

求められる職員像を示したうえで、「等級別研修」「目的別研修」「自己啓発研修」

に区分した具体的な職員教育研修プログラムが体系的に実施されている。また、

大学運営に関する教職員向けのＳＤも適切に実施している。 



清泉女子大学 

  

26 

 

職員の業務評価は、「職員人事評価規程」に各等級の役割責任を明文化すること

で、職員一人ひとりが自分に与えられた職務と役割責任を理解したうえで、各人

の目標達成度及び仕事への取組み姿勢や行動、発揮された仕事の成果や実績等を、

各等級に定められた評価要素、評価基準等に照らして客観的に実施している。評

価の結果は人事、賃金等の処遇に適正に反映される。また、人事評価の評価者面

談の際に評価結果が被評価者にフィードバックされ、評価者（上司）は被評価者

（部下）の職務へのさらなる意欲を引き出し、能力開発に役立てる機会とし、仕

事の効率化、合理化による業務改善と職員の資質向上を図っている。 

 

⑥ 大学運営の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果

をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

法令上求められている監査法人及び監事による監査が適正に実施されている。

監査法人による改善の指摘や要望が出された場合は、経営責任者による指揮命令

に基づき、迅速かつ的確な対応ができるよう工夫している。的確な監事監査が行

われるように、監事が理事会、評議員会、「常務会」「発展協力会常任委員会」へ

の出席を通じて、適切性の確保及びその実効性を担保する仕組みとしている。 

大学運営の適切性についての点検・評価については、2017（平成 29）年 10月に

制定した「大学管理・運営チームにおける自己点検・評価実施要領」に基づき、

大学事務局を構成する事務局長・理事長室長・総務課長・人事課長・管理課長・

財務課長といった責任者が、大学の管理・運営業務全般について毎年度、自己点

検・評価を行っている。点検・評価の結果に基づく改善・向上への取組みは、「内

部質保証委員会」において審議され、理事長に報告のうえ、改善指示を行う体制

である。2017（平成 29）年度については、点検・評価の結果、改善すべき事項は

なかったことから、今後の取組みに期待したい。また、内部監査については公的

研究費を対象として毎年度「内部監査計画書」を策定のうえ、監査を実施してい

る。 

 

（２）財務 

＜概評＞ 

具体的な数値を定めた財政目標と、その実現に向けた施策からなる中・長期の財

政計画を策定している。安定的に学生生徒等納付金を確保しており、「要積立額に対

する金融資産の充足率」は一定の水準を維持していることから、教育研究活動を安

定して遂行するために必要な財務基盤を確立しているといえる。 

 

① 教育研究活動を安定して遂行するため、中・長期の財政計画を適切に策定してい

るか。 
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「清泉女子大学グランドデザイン」に基づき、「平成 29 年度予算編成方針」の

なかで、2020（平成 32）年度までの達成を目指した中期目標と 2021（平成 33）年

度以降の達成を目指した長期目標として、「事業活動収支差額比率」「対事業活動

収入人件費比率」「手元流動資金（支払資金）」の具体的な目標値を定めている。

併せて、それらの目標の実現に向けた人件費の削減策等を明確にしている。 

  

② 教育研究活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財務基盤を確立している

か。 

2013（平成 25）年度に大規模な施設改修工事が完了したことに加え、2015（平

成 27）年度以降に人件費の抑制や業務の効率化による諸経費の削減等を行ったこ

とにより、「事業活動収入（帰属収入）に対する翌年度繰越収支差額（翌年度繰越

消費収支差額）の支出超過額の割合」は改善傾向にあるものの、高い状態が続い

ている。一方、事業活動収支計算書（消費収支計算書）関係比率では、人件費比

率、教育研究経費比率、事業活動収支差額（帰属収支差額）比率は、概ね適切な

水準を維持している。また、2016（平成 28）年度の学部学費の値上げ等によって、

学生生徒等納付金を十分に確保しており、「要積立額に対する金融資産の充足率」

についても、一定の水準を維持していることから、教育研究活動を安定して遂行

するために必要な財務基盤を確立しているといえる。 

外部資金については、私立大学等改革総合支援事業に 2015（平成 27）年度以降

３年間連続して選定されたことによる補助金の獲得のほか、事務支援体制の整備

による科学研究費補助金の獲得や積極的な教室貸出等による施設利用料の増収等

に取り組んでおり、一定の成果を上げている。 

 

以 上  
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